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本
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議

12
月
19
日　

本
会
議

委
員
長

 

田
の
上
い
く
こ

（
都
フ
ァ
ー
ス
ト
）

委
員
長

  

早
坂　

義
弘

（
自
民
党
）

　
本
委
員
会
で
は
、
平
成
29
年
度
公
営
企
業
各
会
計

決
算
に
つ
い
て
、
公
営
企
業
と
し
て
常
に
求
め
ら
れ

る
企
業
の
経
済
性
の
発
揮
を
重
視
し
つ
つ
、
公
共
の

福
祉
を
増
進
す
る
と
い
う
経
営
の
基
本
原
則
に
立
っ

て
、
審
査
を
行
い
ま
し
た
。

　
平
成
29
年
度
決
算
の
損
益
の
状
況
は
、
公
営
企
業

全
11
会
計
の
う
ち
、
港
湾
事
業
会
計
等
７
会
計
が
黒

字
、
工
業
用
水
道
事
業
会
計
が
収
支
均
衡
、
病
院
会

計
等
３
会
計
が
赤
字
と
な
り
、
こ
の
結
果
、
11
会
計

全
体
で
は
１
８
６
３
億
円
の
純
利
益
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
11
会
計
全
体
の
累
積
利
益
剰
余
金
は
、
２
６

３
６
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
質
疑
に
お
い
て
は
、
行
政
的
医
療
や
人
材
育
成
の

取
組
、
豊
洲
市
場
の
魅
力
発
信
の
取
組
、
市
街
地
再

開
発
事
業
、
臨
海
副
都
心
開
発
に
お
け
る
土
地
処
分

や
会
計
状
況
、
都
営
バ
ス
事
業
の
経
営
状
況
、
都
営

地
下
鉄
の
水
害
対
策
や
震
災
対
策
、
安
定
給
水
を
確

保
す
る
た
め
の
施
設
整
備
、
下
水
道
管
の
再
構
築
や

浸
水
対
策
な
ど
に
つ
い
て
活
発
な
議
論
が
行
わ
れ
ま

し
た
。

　
こ
う
し
た
質
疑
経
過
を
踏
ま
え
て
、
12
月
６
日
に

表
決
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
港
湾
事
業
会
計
等
５
会
計
は
全
会
一
致
で
、
病
院

会
計
等
６
会
計
は
賛
成
多
数
で
、
い
ず
れ
も
認
定
す

べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

　
な
お
、
賛
成
多
数
に
よ
り
認
定
さ
れ
た
６
会
計
に

は
、
少
数
意
見
の
留
保
が
あ
り
ま
し
た
。

　
平
成
29
年
度
各
会
計
決
算
に
つ
い
て
は
、
新
公
会

計
制
度
に
よ
る
財
務
諸
表
な
ど
も
活
用
し
、
精
力
的

な
議
論
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
各
会
計
の
決
算
状
況
は
、
一
般
会
計
が
歳
入
６
兆

９
６
４
１
億
円
、
歳
出
６
兆
６
９
３
２
億
円
と
な
り

ま
し
た
。

　
ま
た
、
15
の
特
別
会
計
の
合
計
は
、
歳
入
４
兆
４

０
７
５
億
円
、
歳
出
４
兆
１
８
１
５
億
円
と
な
り
ま

し
た
。

　
決
算
審
査
で
は
、
都
有
財
産
の
利
活
用
や
入
札
契

約
制
度
改
革
な
ど
の
行
財
政
運
営
、
防
犯
カ
メ
ラ
の

整
備
や
防
災
対
策
、
都
営
住
宅
や
河
川
整
備
、
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
対
策
や
食
品
ロ
ス
、
障
害
者
、
高
齢
者
施

策
や
公
社
病
院
な
ど
福
祉
・
保
健
医
療
対
策
、
中
小

企
業
支
援
や
観
光
施
策
の
推
進
、
私
学
助
成
の
充
実
、

東
京
２
０
２
０
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

や
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
な
ど
都
政
全
般
に
わ
た

り
活
発
な
議
論
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
こ
う
し
た
質
疑
経
過
を
踏
ま
え
、
12
月
５
日
に
表

決
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
付
託
さ
れ
た
会
計
の
う
ち
、
都
営
住
宅
等
事
業
会

計
、
臨
海
都
市
基
盤
整
備
事
業
会
計
の
２
特
別
会
計

は
賛
成
多
数
で
、
一
般
会
計
及
び
そ
の
他
の
13
特
別

会
計
に
つ
い
て
は
全
会
一
致
で
、
い
ず
れ
も
認
定
す

べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

　
な
お
、
賛
成
多
数
に
よ
り
認
定
さ
れ
た
２
特
別
会

計
に
は
、
少
数
意
見
の
留
保
が
あ
り
ま
し
た
。

2月20日 開会(本会議)

26日 代表質問（本会議）

27日、28日 一般質問（本会議）

3月1日、4日 常任委員会

6日 一部議案の議決（本会議）

予算特別委員会

15日～20日 常任委員会

予算特別委員会

28日 閉会（本会議）

※提出議案と議決結果については、都議会ホームページでもご覧になれます。
【略称説明】   都…都民ファーストの会 東京都議団、 公…都議会公明党、 自…東京都議会自由民主党、 共…日本共産党東京都議会議員団、
 民…都議会立憲民主党・民主クラブ、新…維新・あたらしい・無所属の会、ネ…無所属（都議会生活者ネットワーク）、 か…無所属（かがやけ Tokyo）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年12月19日現在）

平成30年第4回定例会　　各会派等の議案への賛否　　　　　　　　

都 公 自 共 民 新
無所属

審議
結果ネ か

53 23 23 18 5 2 1 1
知 事 提 出 議 案

予

算

30
年
度

補
正
予
算

一般会計（第２号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

条　

例

新
設

東京都市計画事業泉岳寺駅地区第二種市街地再開発事業施行規程 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決

東京都中小企業・小規模企業振興条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

一
部
改
正

東京都建築安全条例／東京都環境影響評価条例／都民の健康と安全を確保する環境に
関する条例 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 可決

職員の給与に関する条例／東京都の一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す
る条例／東京都の一般職の任期付研究員の採用及び給与の特例に関する条例／学校職
員の給与に関する条例

○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 可決

非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例／職員の育児休業等に関する条例／都立
学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例／東京都児童
育成手当に関する条例／東京都重度心身障害者手当条例／東京都心身障害者福祉手当
に関する条例／東京都立総合精神保健福祉センター及び東京都立精神保健福祉セン
ター条例／東京都が東京信用保証協会に対し交付する補助金に係る回収納付金を受け
取る権利の放棄に関する条例／警視庁の設置に関する条例／火災予防条例／都立学校
等に勤務する講師の報酬等に関する条例／東京都介護医療院の人員、施設及び設備並
びに運営の基準に関する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

契　約

警視庁志村警察署庁舎（３０）改築工事請負契約／都立久留米特別支援学校（仮
称）（３０）改築及び改修工事その２請負契約／都営住宅３０ＣＨ－１１０東（江
東区辰巳一丁目・江東区施設）工事請負契約／産業交流拠点（仮称）及び八王子合
同庁舎（３０）新築電気設備工事請負契約／産業交流拠点（仮称）及び八王子合同
庁舎（３０）新築空調設備工事請負契約／産業交流拠点（仮称）及び八王子合同庁
舎（３０）新築給水衛生設備工事その２請負契約／綾瀬川護岸耐震補強工事（その
２５４）請負契約／小名木川護岸耐震補強工事（その４）請負契約／北十間川護岸建設
工事（その３）請負契約／神田川整備工事（その２１１）請負契約 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

事　件

東京都営住宅、東京都福祉住宅、東京都特定公共賃貸住宅、東京都地域特別賃貸住
宅、東京都引揚者住宅等の指定管理者の指定   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 可決

当せん金付証票の発売／駒沢オリンピック公園総合運動場の指定管理者の指定／東京
都瑞江葬儀所の指定管理者の指定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

平
成
29
年
度
決
算

各
会
計

都営住宅等事業会計／臨海都市基盤整備事業会計 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 認定

一般会計／特別区財政調整会計／地方消費税清算会計／小笠原諸島生活再建資金会計
／母子父子福祉貸付資金会計／心身障害者扶養年金会計／中小企業設備導入等資金会
計／林業・木材産業改善資金助成会計／沿岸漁業改善資金助成会計／と場会計／都営
住宅等保証金会計／都市開発資金会計／用地会計／公債費会計

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認定

公
営
企
業
各
会
計

中央卸売市場会計／水道事業会計 ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ 認定

病院会計／都市再開発事業会計／臨海地域開発事業会計／高速電車事業会計 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 認定

港湾事業会計／交通事業会計／電気事業会計／工業用水道事業会計／下水道事業会計 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認定

議 員 提 出 議 案
条例 東京都議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 × × × ○ × ○ ○ ○ 否決

意見書 地方消費生活行政の財源確保／駅ホームにおける安全性向上対策の加速／ほう素、
ふっ素等の排水基準への対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

決　議 固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

会派等名

議員数件 名

○賛成 ×反対

国会・政府への意見書（要旨）

■地方消費生活行政の財源確保に関する意見書

■駅ホームにおける安全性向上対策の加速に関す
　る意見書

■ほう素、ふっ素等の排水基準への対応に関する
　意見書

固定資産税及び都市計画税の
軽減措置の継続に関する決議

　地方公共団体に及ぼす影響を鑑み、地方消費者
行政を推進するために、地方消費生活行政への財
源として、少なくとも平成29年度の50億円以上の
確保を行うとともに、必要な財源を継続的・安定
的に確保するよう強く要請する。

　駅ホームにおける安全性向上対策を一段と加速
させるため、次の事項を実現するよう強く要請す
る。
１　ホームドア等の整備を更に加速させるため、
鉄道事業者の積極的な取組を促すとともに、整
備に必要な財源を確保すること。
２　異なる扉位置の鉄道車両への対応や、コスト
及び整備期間の縮減などを図るための技術開発
に対する支援等を行うこと。
３　内方線付き点状ブロックの整備に対する鉄道
事業者の取組を支援するため、必要な財源を確
保すること。
４　駅員等による誘導案内を強化する取組や、鉄
道利用者に向けた啓発活動など、ソフト対策に
対する支援の充実を図ること。

　大都市に立地する中小零細企業の現状を勘案の
上、次の事項を実現するよう強く要請する。
１　中小零細企業が導入可能な排水処理技術が開
発されていない状況に鑑み、暫定排水基準の適
用期限を再度延長するとともに、その基準につ
いては、中小零細企業でも対応可能なものとす
ること。
２　国が主体となって、排水処理技術の調査、研
究・開発を早期に推進し、その普及・実用化に
努めるとともに、大手メーカー等に対し、新た
なめっき加工技術及び排水処理技術の普及を積
極的に働き掛けること。
３　中小零細企業が新たな排水処理技術の導入を
図る場合には、財政援助を行うこと。
４　地方自治体が行っている排水処理技術の研究
　・開発等に対し、必要な財政措置等を講ずるこ
と。

　我が国の景気は、緩やかに回復しているものの、
多くの都民や中小企業者にとってその実感は薄く、
また海外経済の不確実性や自然災害の影響など先
行きに不安感がある。こうした中、23区の地価水
準は、全国と比較して依然として高く、基準地価
も６年連続で上昇するなど、固定資産税等の税負
担が更に大きくなることが見込まれている。
　都は、これまで独自に固定資産税等の軽減措置
を実施することで税負担の緩和を図り、都民の暮
らしや中小企業者の事業継続等を支援してきた。
　今、これらの軽減措置を廃止することは、都民
や厳しい経営状況にある中小企業者等に対し、多
大な税負担増を求めることになりかねない。
　よって、東京都議会は、23区に住み、働く、都
民や中小企業者等の税負担感に配慮する観点から、
次の事項を実施するよう強く求めるものである。
１ 　商業地等に対する固定資産税等の負担水準の
上限引下げを平成31年度も継続すること。
２ 　小規模住宅用地に対する都市計画税の軽減措
置を平成31年度も継続すること。
３ 　小規模非住宅用地に対する固定資産税等の減
免措置を平成31年度も継続すること。
　以上、決議する。
　　平成30年12月19日

東　京　都　議　会

一
部

改
正

平
成
29
年
度
各
会
計

決
算
特
別
委
員
長
報
告
（
要
旨
）

平
成
29
年
度
公
営
企
業
会
計

決
算
特
別
委
員
長
報
告
（
要
旨
）

定例会の予定平成31年第1回
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